
 

 

 廃炉発官Ｒ１第１６８号 

令和元年１２月１６日 

 

原 子 力 規 制 委 員 会 殿 

 

 

                                東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 

                                   東京電力ホールディングス株式会社 

            代表執行役社長  小早川 智明 

 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 変更認可申請書の 

一部補正について 

 

 

令和元年７月２５日付け廃炉発官Ｒ１第６３号をもって申請し，令和元年１２月６

日付け廃炉発官Ｒ１第１５７号をもって一部補正しました福島第一原子力発電所 特

定原子力施設に係る実施計画 変更認可申請書を別紙のとおり一部補正をいたします。 

 

                                                              以 上 

 



別紙（１／２） 

 

「「福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」及び「福島第一原子

力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 別冊集」について，下記の箇所を別添の

とおりとする。 

 

補正箇所，補正理由及びその内容は以下のとおり。 

   

○福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 

輸送貯蔵兼用キャスクＢ増設について，原規規発第1908302号にて認可された実

施計画の反映を行う。 

 

Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備 

2.13 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 

本文 

・変更なし 

添付資料－１ 

・変更なし 

添付資料－２ 

・変更なし 

添付資料－３ 

・変更なし 

添付資料－４ 

・変更なし 

添付資料－１１ 

・変更なし 

 

Ⅲ 特定原子力施設の保安 

第１編（１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置） 

第５章 燃料管理 

 第３６条（使用済燃料の貯蔵） 

・変更なし 

附則 

・原規規発第 1908302 号にて認可された実施計画の反映 

第２編（５号炉及び６号炉に係る保安措置） 

第５章 燃料管理 

 第８５条（使用済燃料の貯蔵） 

・変更なし 

附則 

・原規規発第 1908302 号にて認可された実施計画の反映 

 

 

 



 

別紙（２／２） 

 

○福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画 別冊集 

別冊８ 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に係る補足説明 

・変更なし 

                                  以 上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第１編 

 
（１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉に係る保安措置） 
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（使用済燃料の貯蔵） 

第３６条 

 燃料管理ＧＭは，１号炉，２号炉，３号炉又は４号炉の使用済燃料を貯蔵する場合は，

次の事項を遵守する。 

（１）表３６に定める貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設の使用済燃料プール，使用済燃料共

用プール又は使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵すること。使用済燃料乾式キ

ャスク仮保管設備に貯蔵する場合には，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送

貯蔵兼用容器に収納されていることを確認すること。 

（２）３号炉の使用済燃料プールにおいては，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料

プールにおいては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにおい

ては，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料共用プールにおいて燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）使用済燃料乾式キャスク仮保管設備において燃料が臨界に達しない措置が講じられ

ていることを確認すること。 

２．燃料管理ＧＭは，使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に１号炉，２号炉，３号炉又は４号炉の使用

済燃料を収納する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）福島第一炉規則第 15 条第 2項第 2号に基づき，使用済燃料を選定すること。 

（２）使用済燃料について，貯蔵の終了まで密封し，健全性を維持するよう容器に封入す

ること。 

３．燃料管理ＧＭは，使用済燃料共用プール及び使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の目につき

やすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

４．当直長は，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵している使用済燃料乾式貯蔵容器並び

に使用済燃料輸送貯蔵兼用容器の密封性能及び除熱性能が保持されていることを監視すると

ともに，その結果，異常が認められた場合には燃料管理ＧＭに連絡し，燃料管理ＧＭは必要な

措置を講じる。ただし，密封性能及び除熱性能の監視を行うための監視設備が設置されるまで

の間は，燃料管理ＧＭは密封性能及び除熱性能が保持されていることを確認するとともに，そ

の結果，異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 
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表３６ 

各号炉の使用済燃料 貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設 

１号炉 
１号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使

用済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

２号炉 
２号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使

用済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

３号炉 
３号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使

用済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

４号炉 
４号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使

用済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

※１：使用済燃料共用プールには，使用済燃料プールで１９ヶ月以上冷却した燃料を貯蔵

する。 

※２：使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵する使用済燃料乾式貯蔵容器には，使用

済燃料プール又は使用済燃料共用プールで既設については４年以上，増設については

１３年以上冷却され，かつ運転中のデータ，シッピング検査等により健全であること

を確認した使用済燃料（８×８燃料，新型８×８燃料及び新型８×８ジルコニウムラ

イナ燃料）を収納する。ただし，使用済燃料乾式貯蔵容器に収納した燃料を使用済燃

料共用プールに貯蔵した燃料と入れ替える場合は，使用済燃料プール又は使用済燃料

共用プールで１３年以上冷却された燃料を使用済燃料乾式貯蔵容器に収納する。使用

済燃料輸送貯蔵兼用容器には，使用済燃料プール又は使用済燃料共用プールで１８年

以上冷却され，かつ運転中のデータ，シッピング検査等により健全であることを確認

した使用済燃料（新型８×８ジルコニウムライナ燃料）を収納するとともに，使用済

燃料のタイプ，燃焼度に応じた配置とする。 
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附  則 

 

附則（                    ） 

（施行期日） 

 第１条 

  この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条及び第４２条の２については，油処理装置の運用を開始した時点から適用する

こととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成３０年６月８日 原規規発第 1806083 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４２条については，３号炉燃料取出し用カバー排気設備の運用を開始した時点から

適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第６０条及び第６１条については，３号炉燃料取扱設備の運用を開始した時点から適

用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年９月２８日 原規規発第 1709285 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第２７条及び第４０条については，第三セシウム吸着装置の運用を開始した時点から

適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第３条，第５条，第４２条の２及び第４３条については，放射性物質分析・研究施設

第１棟の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２８年１２月２７日 原規規発第 1612276 号） 

（施行期日） 
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第１条 

２．第４０条の２における水位の監視については，水位計の設置が完了した貯留設備から

順次適用する。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 

（施行期日） 

 第１条 

２．第１７条第３項及び第５項の１号炉及び２号炉の復水貯蔵タンク水については，各号

炉の復水貯蔵タンクの運用開始時点からそれぞれ適用する。 



 

 

 

 

 

 

 

第２編 

 
（５号炉及び６号炉に係る保安措置） 
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（使用済燃料の貯蔵） 

第８５条 

 燃料管理ＧＭは，５号炉又は６号炉の使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守す

る。 

（１）表８５に定める貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設の使用済燃料プール，使用済燃料共

用プール又は使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵すること。使用済燃料乾式キ

ャスク仮保管設備に貯蔵する場合には，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送

貯蔵兼用容器に収納されていることを確認すること。 

（２）使用済燃料プールにおいては燃料取替機を使用し，使用済燃料共用プールにおいて

は燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料プール及び使用済燃料共用プールにおいて燃料が臨界に達しない措置を

講じること。 

（４）使用済燃料乾式キャスク仮保管設備において燃料が臨界に達しない措置が講じられ

ていることを確認すること。 

２．燃料管理ＧＭは，使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に５号炉又は６号炉の使用済燃料を収納する

場合は，次の事項を遵守する。 

（１）福島第一炉規則第 15 条第 2項第 2号に基づき，使用済燃料を選定すること。 

（２）使用済燃料について，貯蔵の終了まで密封し，健全性を維持するよう容器に封入す

ること。 

３．燃料管理ＧＭは，５号炉及び６号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール並び

に使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示

すること。 

４．１／２／３／４号炉の当直長は，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵している

使用済燃料乾式貯蔵容器並びに使用済燃料輸送貯蔵兼用容器の密封性能及び除熱性能が

保持されていることを監視するとともに，その結果，異常が認められた場合には燃料管

理ＧＭに連絡し，燃料管理ＧＭは必要な措置を講じる。ただし，密封性能及び除熱性能

の監視を行うための監視設備が設置されるまでの間は，燃料管理ＧＭは密封性能及び除

熱性能が保持されていることを確認するとともに，その結果，異常が認められた場合に

は必要な措置を講じる。 

 

表８５ 

各号炉の使用済燃料 貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設 

５号炉 
５号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使用

済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 

６号炉 
６号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール※１又は使用

済燃料乾式キャスク仮保管設備※２ 
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※１：使用済燃料共用プールには，使用済燃料プール又は炉内で１９ヶ月以上冷却した燃

料を貯蔵する。 

※２：使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵する使用済燃料乾式貯蔵容器には，使用

済燃料プール又は使用済燃料共用プールで既設については４年以上，増設について

は１３年以上冷却され，かつ運転中のデータ，シッピング検査等により健全である

ことを確認した使用済燃料（８×８燃料，新型８×８燃料及び新型８×８ジルコニ

ウムライナ燃料）を収納する。ただし，使用済燃料乾式貯蔵容器に収納した燃料を

使用済燃料共用プールに貯蔵した燃料と入れ替える場合は，使用済燃料プール又は

使用済燃料共用プールで１３年以上冷却された燃料を使用済燃料乾式貯蔵容器に収

納する。使用済燃料輸送貯蔵兼用容器には，使用済燃料プール又は使用済燃料共用

プールで１８年以上冷却され，かつ運転中のデータ，シッピング検査等により健全

であることを確認した使用済燃料（新型８×８ジルコニウムライナ燃料）を収納す

るとともに，使用済燃料のタイプ，燃焼度に応じた配置とする。 
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附  則 

 

附則（                    ） 

（施行期日） 

 第１条 

  この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，油処理装置の運用を開始した時点から適用することとし，それま

での間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運用を開始した時点から適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 

（施行期日） 

 第１条 

第６１条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な

場合，他号炉の非常用ディーゼル発電機又は可搬式発電機を非常用発電設備とみなすこ

とができる。 


